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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第15期

第１四半期累計期間
第16期

第１四半期累計期間
第15期

会計期間
自 平成25年４月１日

至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日

至 平成26年６月30日

自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日

売上高 （千円） 2,473,977 2,546,925 10,045,625

経常利益 （千円） 185,423 191,464 633,888

四半期（当期）純利益 （千円） 106,279 120,093 353,465

資本金 （千円） 895,308 895,308 895,308

発行済株式総数 （株） 8,677,600 8,677,600 8,677,600

純資産額 （千円） 3,237,096 3,560,988 3,484,282

総資産額 （千円） 13,474,225 13,869,579 13,865,366

１株当たり四半期
（当期）純利益金額

（円） 12.25 13.84 40.73

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 5.00

自己資本比率 （％） 24.0 25.7 25.1
 

(注) １．当社は、四半期連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につき

ましては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 
(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国の経済は、政府の各種政策効果の下支えもあり緩やかな回復が続いており

ますが、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動の影響が一部でみられ、また海外景気の下振れリスクが依然と

して存在することなどにより、先行き不透明な状況となっております。

当社の属するデータセンター市場においては、クラウドサービスを中心に安定した成長が続いておりますが、首

都圏内のデータセンター新設・増設が相次いだことにより、ハウジングサービスなどの価格競争は引き続き厳しさ

を増しております。

こうした状況のもと、当社はコストパフォーマンスに優れたデータセンターサービスを、多様なラインナップで

提供することにより他社との差別化を図ってまいりました。その結果、当第１四半期累計期間の売上高は2,546,925

千円（前年同期比2.9％増）となりました。

営業利益につきましては、サービス機材の調達や石狩データセンターの稼動スペース拡大に伴う経費の増加があ

りましたが、売上高の増加に加え、前第３四半期会計期間に発生した都内データセンターの一部縮小に伴う賃料の

減少及びその他の経費削減に努めたことなどにより、216,199千円（前年同期比5.2％増）となりました。

経常利益につきましては、営業利益の増加などにより、191,464千円（前年同期比3.3％増）となりました。

四半期純利益につきましては、経常利益の増加などにより、120,093千円（前年同期比13.0％増）となりました。

 
サービス別の状況は以下のとおりです。

なお、当第１四半期会計期間より、サービス別売上高の分類変更を行っております。このため、以下の前年同期

比較につきましては、前年同期実績値を変更後の分類に組み替えて行っております。

 
①  ハウジングサービス

首都圏内でデータセンターの新設・増設が相次いだことによる価格競争が引き続き厳しい状況のなか、営業体

制の強化を行い新規受注に努めました。しかしながら、前第３四半期会計期間に都内データセンターを利用する

大口顧客の解約が発生したこと、また前事業年度末をもって石狩データセンターにおける大口契約が期間満了と

なったことなどにより、ハウジングサービスの売上高は685,772千円（前年同期比14.9％減）となりました。

②  専用サーバサービス

「さくらの専用サーバ」は順調に売上を伸ばしておりますが、前事業年度を通じて新サービスへの切り替えが

進み旧サービスの解約が続いたことなどにより、専用サーバサービスの売上高は662,281千円（前年同期比4.7％

減）となりました。

③  レンタルサーバサービス
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前事業年度に行ったプラン改定の効果もあり、「さくらのレンタルサーバ」「さくらのマネージドサーバ」と

もに着実にユーザ数を積み増したことなどにより、レンタルサーバサービスの売上高は570,413千円（前年同期

比10.2％増）となりました。

④  VPS・クラウドサービス

「さくらのクラウド」において複数の大口案件を獲得し、「さくらのVPS」も順調に多くのユーザを獲得した

ことなどにより、VPS・クラウドサービスの売上高は412,521千円（前年同期比58.5％増）と大幅に増加しまし

た。

⑤  その他サービス

ドメイン取得サービス及び構築運用サービスが好調に推移したことなどにより、その他サービスの売上高は

215,937千円（前年同期比10.3％増）となりました。

 
※　サービス別売上高の分類変更

サービス別売上高の実態をより的確に表示するため、前事業年度まで「その他サービス」に分類していた機材

販売など主たるサービスとの関連性が高い一部のサービスを、「ハウジングサービス」または「専用サーバサー

ビス」として分類することといたしました。

 
(2) 財政状態の分析

①  資産

当第１四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ4,212千円増加し、13,869,579千円（前事業年度末

比0.0％増）となりました。主な要因は、有形固定資産の減価償却による減少があったものの、売上の増加に伴

う現金及び預金の増加によるものです。

②  負債

当第１四半期会計期間末の負債の合計は、前事業年度末に比べ72,492千円減少し、10,308,591千円（前事業年

度末比0.7％減）となりました。主な要因は、サービス申し込みに伴う前受金の増加があったものの、リース債

務及び長期借入金の返済に伴う減少によるものです。

③  純資産

当第１四半期会計期間末の純資産の合計は、前事業年度末に比べ76,705千円増加し、3,560,988千円（前事業

年度末比2.2％増）となりました。主な要因は、四半期純利益の計上に伴う利益剰余金の増加によるものです。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(4) 研究開発活動

当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は11,666千円であります。

なお、当第１四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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(5) 主要な設備

①  新設、休止、大規模改修、除却、売却等により、当第１四半期累計期間に著しい変動があったものは、次のと

おりであります。

a 設備の新設

事業所名
(所在地)

新設した
設備の内容

帳簿価額(千円)

建物
工具、器具
及び備品

有形
リース資産

合計

石狩データセンター
（北海道石狩市）

ネットワーク
設備

270 37,442 101,914 139,626
 

(注)１．金額には消費税等は含まれておりません。

２．上記のほか、リース契約による賃借設備があり、年間リース料は36,026千円であります。

②  前事業年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第１

四半期累計期間に著しい変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,800,000

計 24,800,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,677,600 8,677,600
東京証券取引所
（マザーズ）

単元株式数は100株で
あります。

計 8,677,600 8,677,600 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年６月30日 ― 8,677,600 ― 895,308 ― 250
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 100
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,676,600
86,766 ―

単元未満株式
普通株式

900
― ―

発行済株式総数 8,677,600 ― ―

総株主の議決権 ― 86,766 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式11株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成26年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
さくらインターネット
株式会社

大阪市中央区南本町
一丁目８番14号

100 ― 100 0.0

計 ― 100 ― 100 0.0
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１. 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成26年４月１日から平成26年

６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３. 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,087,071 2,335,677

  売掛金 644,829 604,614

  貯蔵品 392,259 375,587

  その他 430,998 446,427

  貸倒引当金 △34,528 △35,111

  流動資産合計 3,520,630 3,727,196

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 5,008,284 4,911,490

   工具、器具及び備品（純額） 795,718 756,118

   土地 439,471 439,471

   リース資産（純額） 2,520,573 2,405,563

   建設仮勘定 － 496

   その他（純額） 59,743 58,015

   有形固定資産合計 8,823,790 8,571,156

  無形固定資産   

   ソフトウエア 158,857 198,449

   ソフトウエア仮勘定 802,103 799,468

   その他 22,875 21,534

   無形固定資産合計 983,835 1,019,452

  投資その他の資産   

   投資有価証券 27,236 27,236

   長期前払費用 40,466 63,246

   敷金及び保証金 409,969 408,395

   その他 59,436 52,895

   投資その他の資産合計 537,109 551,774

  固定資産合計 10,344,735 10,142,383

 資産合計 13,865,366 13,869,579
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 163,294 207,747

  短期借入金 176,000 187,000

  1年内返済予定の長期借入金 632,666 632,666

  リース債務 1,018,239 972,390

  未払金 377,545 427,451

  未払法人税等 74,677 47,280

  前受金 2,100,161 2,236,681

  賞与引当金 125,503 62,291

  その他 276,319 383,990

  流動負債合計 4,944,408 5,157,499

 固定負債   

  長期借入金 1,915,925 1,734,682

  リース債務 3,172,582 3,073,877

  資産除去債務 117,547 118,048

  その他 230,620 224,484

  固定負債合計 5,436,676 5,151,091

 負債合計 10,381,084 10,308,591

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 895,308 895,308

  資本剰余金 250 250

  利益剰余金 2,588,791 2,665,497

  自己株式 △67 △67

  株主資本合計 3,484,282 3,560,988

 純資産合計 3,484,282 3,560,988

負債純資産合計 13,865,366 13,869,579
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 2,473,977 2,546,925

売上原価 1,798,833 1,888,421

売上総利益 675,143 658,504

販売費及び一般管理費   

 貸倒引当金繰入額 25,525 582

 給料及び手当 129,331 123,662

 賞与引当金繰入額 26,009 27,176

 その他 288,856 290,883

 販売費及び一般管理費合計 469,721 442,304

営業利益 205,421 216,199

営業外収益   

 受取利息 141 117

 技術指導料 1,596 1,351

 助成金収入 － 7,470

 その他 387 2,649

 営業外収益合計 2,125 11,587

営業外費用   

 支払利息 19,966 34,302

 その他 2,157 2,019

 営業外費用合計 22,124 36,322

経常利益 185,423 191,464

特別損失   

 固定資産除却損 13,149 2,820

 特別損失合計 13,149 2,820

税引前四半期純利益 172,273 188,644

法人税、住民税及び事業税 42,771 42,180

法人税等調整額 23,222 26,370

法人税等合計 65,994 68,551

四半期純利益 106,279 120,093
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【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
 

前第１四半期累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成26年４月１日
  至  平成26年６月30日)

減価償却費 396,989千円 423,834千円
 

 
(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日
定時株主総会

普通株式 43,387 5.00 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日
定時株主総会

普通株式 43,387 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業セグメントはインターネットデータセンター事業の単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成26年４月１日
  至  平成26年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 12円25銭 13円84銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 106,279 120,093

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 106,279 120,093

普通株式の期中平均株式数(株) 8,677,489 8,677,489
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年８月８日

さくらインターネット株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   大　　谷　　智　　英   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   内   田   　 聡 　   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているさくらインター

ネット株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第16期事業年度の第１四半期会計期間（平成26年４月

１日から平成26年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半

期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、さくらインターネット株式会社の平成26年６月30日現在の財政状態及び同

日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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